
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人工業所有権情報・研修館の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成24年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成24年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

482 482
（　　　　）

H23.9.1

千円 千円 千円 千円

15,761 10,448 3,458
1,778

77
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,152 8,699 2,730
1,403

320
（地域手当）
（通勤手当） H25.3.31 ◇

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

前職

D理事
（非常勤）

C理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人の
長

法人の
長

A理事

B理事

経済産業省独立行政法人評価委員会からの業績評価結果に基づき、業績給として平成23年度において
在籍した役員に対して、基本俸給に次の支給割合を乗じて得た額を支給する。
   ＡＡ評価      　 100分の10　　　Ｃ評価          100分の2.5
 　　Ａ評価     　　100分の7.5     Ｄ評価          100分の0
 　　Ｂ評価     　　100分の5

○特例法に基づく国家公務員の給与の見直しに関連して、以下の措置を講ずることとした。
・実施期間：平成24年4月～平成26年3月
・俸給表関係の措置の内容：俸給の月額（▲9.77%）
・諸手当等の措置の内容：地域手当（▲9.77%）、期末手当（▲9.77%）、業績給（▲9.77%）

該当者なし

該当者なし

○特例法に基づく国家公務員の給与の見直しに関連して、以下の措置を講ずることとした。
・実施期間：平成24年4月～平成26年3月
・俸給表関係の措置の内容：俸給の月額（▲9.77%）

○法人の長と同様



千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,310 1,310
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,310 1,310
（　　　　）

注１：当法人においては、報酬額のうち業績給については翌年度に支給している。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注３：「地域手当」とは、地域の民間賃金水準を適切に反映するよう、物価等も踏まえつつ、主に
　　　民間賃金の高い地域に勤務する職員の給与水準の調整を図るため支給されるものである。

３　役員の退職手当の支給状況（平成24年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

支給実績なし

千円 年 月

支給実績なし

注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

法人の長

摘　　要

B監事

C監事
（非常勤）

支給実績なし

支給実績なし

法人での在職期間

理事A

A監事

D監事
（非常勤）

理事B

理事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

監事B

監事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

監事A



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成24年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

43 47.9 7,619 5,813 210 1,806
人 歳 千円 千円 千円 千円

43 47.9 7,619 5,813 210 1,806

1年間におけるその者の勤務成績（５段階）に応じて、毎年1月1日に
昇給を行う。

事務・技術

うち賞与平均年齢
平成24年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

○特例法に基づく国家公務員の給与の見直しに関連して、以下の措置を講ずることとした。
（職員について）
　・実施期間：平成24年5月～平成26年3月
　・俸給表関係の措置の内容：職務の級に基づき減額（7級以上（▲9.77%）、3級から6級まで（▲7.77%）、
　2級以下（▲4.77%））
　・諸手当等の措置の内容：職責手当（▲10％）、地域手当・超過勤務手当（職務の級に基づき減額（
　7級以上（▲9.77%）、3級から6級まで（▲7.77%）、2級以下（▲4.77%））、賞与（▲9.77%）
（役員について）
　・実施期間：平成24年4月～平成26年3月
　・俸給表関係の措置の内容：俸給の月額（▲9.77%）
　・諸手当等の措置の内容：地域手当（▲9.77%）、期末手当（▲9.77%）、業績給（▲9.77%）

○国家公務員の給与改定に準じ、若年・中堅層（36歳未満の職員）にこれまで抑制してきた　昇給を最
大2号俸回復した。
○国家公務員の給与改定に準じ、昇格時号俸対応表を改正した。
○国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について（平成24年8月7日閣議決定）に基づき、平
成25年3月1日から以下の措置を講ずることとした。
　・役職員について、調整率を段階的に引き下げ最終的に退職手当の額に100分の87を乗じて得た額と
した。

うち所定内人員

　① 人件費管理の基本方針

給与種目

賞与：勤勉手当
（査定分）

制度の内容
6月1日及び12月1日（以下「基準日」という。）に在職する職員並びに基準
日前１箇月以内に退職等をした職員に勤務成績（４段階）に応じて成績率
（一般職員：64.5/100～83.5/100、特定管理職員：84.5/100～109.5/100）
を乗じて得た額を、規則で定める日に支給

俸給月額

中期目標期間中の人件費総見込額を中期計画で定め、厳正に管理している。

独立行政法人通則法第63条を基本として、職員の勤務成績を考慮し、社会一般の情勢（人事
院勧告等）に適合するよう給与水準を決定している。

業績評価・能力評価の評価結果を参考にし、勤勉手当及び俸給月額（昇給）に反映させる。



人 歳 千円 千円 千円 千円

16 41.6 3,722 3,722 173 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 41.6 3,722 3,722 173 0

注１：常勤職員及び非常勤職員の区分中の職種、研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び
　　教育職種（高等専門学校教員）については、該当者が無いため記載を省略した。

注２：在外職員、任期付職員及び再任用職員の職種については該当者が無いため記載を省略した。

事務・技術

非常勤職員



注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

注２：年齢28-31歳の該当者は2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均給与額については
表示していない。

注３：年齢24-27、28-31、44-47歳及び48-51歳の該当者は4名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから
「第1,3四分位」は表示していない。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位

代表的職位
人 歳 千円 千円 千円

12 52.0 7,644 7,926 8,039

11 41.2 5,786 6,308 6,602

4 26.3 － 3,765 －

注１：当法人は、課制をとっていないため、本部課長相当職として「部長代理」を代表的職位として掲げた。

注２：「本部係員」の該当者は4名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから「第1,3四分位」
は表示していない。

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級

標準的 係員 係員 係長 係長 部長代理

な職位 主任専門職
人 人 人 人 人 人

43 1 3 2 9 15
（割合） （2.3%） （7.0%） （4.7%） （20.9%） （34.9%）

歳 歳 歳 歳 歳

注 28～25 注 56～38 58～45

千円 千円 千円 千円 千円

3,183～
2,903

5,698～
4,346

6,383～
5,557

千円 千円 千円 千円 千円

4,033～
3,672

7,530～
5,737

8,345～
7,384

③

②

分布状況を示すグループ

 職級別在職状況等（平成２５年４月１日現在）（事務・技術職員）

人員 平均年齢

部長代理

平均

本部係長

年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
以下、⑤まで同じ。〕

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

本部係員

人員

所定内給
与年額(最
高～最低)
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区分 計 6級 7級 8級 9級 10級

標準的 部長代理 部長 部長 部長 部長

な職位 上席専門職
人 人 人 人 人 人

8 2 2 1
（割合） （18.6%） （4.7%） （4.7%） （2.3%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳

58～49 注 注 注 ～

千円 千円 千円 千円 千円

6,390～
5,943

～

千円 千円 千円 千円 千円

8,368～
7,894

～

注：１級、3級、7級、8級及び9級における該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

54.9 57.1 56.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.1 42.9 43.9

％ ％ ％

         最高～最低 50.4～43.0 48.2～41.3 46.1～42.1

％ ％ ％

66.2 66.9 66.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

33.8 33.1 33.4

％ ％ ％

         最高～最低 40.5～30.8 37.5～30.2 37.7～31.1

113.4

105.8

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

区分

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

対他法人（事務・技術職員）

一般
職員

対国家公務員（行政職（一））

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

④ 賞与（平成24年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

人員

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

年齢（最高
～最低）

⑤

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員）



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案 99.5
参考 学歴勘案 114.9

地域・学歴勘案 103.0

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　99.0％
（国からの財政支出額 9,537,394千円、支出予算の総額 9,637,636千円：平
成24年度予算）

【検証結果】
「国に比べて給与水準が高くなっている定量的な理由」のとおり、在職地域
を考慮した対国家公務員指数では99.5となっており、適切な水準であると判
断できる。

　給与水準の適切性の
　検証

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

内容
対国家公務員　　113.4

指数の状況

項目

　国家公務員との給与水準（年額）の比較指標が113.4となっているが、これ
は、国家公務員の給与水準が全国平均であるのに対し、当法人の給与水
準比較対象職員全員が東京都特別区（1級地）で勤務しているため、対国
家公務員指数を引き上げる要因となっているものである。
　なお、東京都特別区（1級地）に在勤する国家公務員との比較では99.5と
なっており、当法人の職員の給与水準は同条件の国家公務員指数を下
回っている。

【主務大臣の検証結果】
在職地域を考慮した対国家公務員指数では99.5となっており、給与水準は
適切である。

【累積欠損額について】
累積欠損額　4,125千円（平成23年度決算）

【検証結果】
上記の欠損額の発生理由は、以下のとおり。
取得済みの固定資産に係る減価償却費の計上により、費用が収益を上
回ったために生じたものである。
よって、当法人の欠損額は会計上不可避に発生するものであり、給与水準
と直接結びつくものではないと考えられる。

「国に比べて給与水準が高くなっている定量的な理由」のとおり、当法人は
国と同様の給与水準であると認識しており、引き続き、国家公務員に準じた
給与改定を行い、給与水準の適正化に取り組む。

次年度に見込まれる比較指標及び参考指標
・対国家公務員指数　　　　113.4
・対国家公務員指数（地域・学歴）      103.0

○具体的な改善策、給与水準是正の目標水準及び具体的期限について
「国に比べて給与水準が高くなっている定量的な理由」のとおり、当法人は
国と同様の給与水準であると認識しており、これを平成25年度においても維
持することを目標とする。

講ずる措置

「独立行政法人の給与水準の
適正化について（依頼）（平成
20年5月28日総務省行政管理
局長）」に基づく公表事項

・支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合　8.7%
・管理職の割合 9.6%
・大卒以上の高学歴者の割合　33.7%



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成24年度）

前年度
（平成23年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

742,018 786,904 △ 44,886 (△5.7) △ 44,886 (△5.7)
(A)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

0 14,009 △ 14,009 (.0) △ 14,009 (.0)
(Ｂ)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

187,926 183,618 4,308 (2.3) 4,308 (2.3)
(Ｃ)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

124,853 120,170 4,683 (3.9) 4,683 (3.9)
(D)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

1,054,797 1,104,701 △ 49,904 (△4.5) △ 49,904 (△4.5)
(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ 法人が必要と認める事項
「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）に基づき、平成25年
3月1日から以下の措置を講ずることとした。
・役員に関する講じた措置の概要：調整率を段階的に引き下げ最終的に退職手当の額に100分の87を乗じて
得た額とした。
・職員に関する講じた措置の概要：調整率を段階的に引き下げ最終的に退職手当の額に100分の87を乗じて
得た額とした。

①対前年度比の増減要因

・「給与、報酬等支給総額」は、平成23年度786,904千円に対し、平成24年度742,018千円となり44,886千

円の減（△5.7％）となった。

　主な減要因は、欠員補充により増額となるところ、特例法に基づく国家公務員の給与の見直しに準じ

て、役職員の給与等の減額を実施したことによる。

・「最広義人件費」は、平成23年度は1,104,701千円に対し、平成24年度は1,054,797千円となり、49,904

円の減（△4.5%）となった。

　主な減要因は、非常勤職員の増員や共済掛金率の変更により、非常勤職員給与及び福利厚生費は増

額となったが、上記「給与、報酬等支給総額」減要因及び退職手当の支給がなかったことによる。

・「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）に基づき、同様

の措置を講じた。なお、平成24年度に退職手当の支給はなかった。

・給与減額支給措置に関係する削減額：常勤職員（事務・技術）58,437千円、非常勤職員（事務・技術）

284千円

最広義人件費

給与、報酬等支給総額

退職手当支給額

非常勤役職員等給与

福利厚生費

区　　分 比較増△減
中期目標期間開始時（平
成23年度）からの増△減
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